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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

第70期

第２四半期

連結累計期間

第71期

第２四半期

連結累計期間

第70期

会計期間
自2022年４月１日

至2022年９月30日

自2023年４月１日

至2023年９月30日

自2022年４月１日

至2023年３月31日

売上高 （百万円） 5,573 5,213 12,070

経常損失（△） （百万円） △886 △1,270 △1,933

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）
（百万円） △784 △1,284 △1,861

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △812 △1,217 △2,018

純資産額 （百万円） 15,961 13,312 14,758

総資産額 （百万円） 20,221 17,450 19,361

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△）
（円） △75.36 △123.05 △178.58

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.9 76.3 76.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,169 △547 △2,407

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 264 95 137

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △177 △101 △190

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 8,227 6,306 6,817

 

回次

第70期

第２四半期

連結会計期間

第71期

第２四半期

連結会計期間

会計期間
自2022年７月１日

至2022年９月30日

自2023年７月１日

至2023年９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △18.20 △55.58

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり四半期（当期）純損失金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数の算定に当たり、そ

の計算において控除する自己株式に、従業員向け株式給付信託及び役員向け株式給付信託が保有する当社株

式を含めております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染症への対応といたしましては、前事業年度の有価証券報告書に記載いたしましたと

おり、感染再拡大時の事業復旧の早期化、省力化を図るため、テレワーク等勤務体制の整備、緊急事態発生時の対応

マニュアルの整備等、ＢＣＰ対応の強化に取り組んでおります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)　財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の「５類」への移行に伴い経済活

動の正常化が進みました。一方で円安や資源・原材料価格の高騰による物価上昇は継続しており、依然として厳し

い状態が続いております。

　当業界において、テレビ関連機器販売の市場に関しましては、物価上昇の長期化は消費者の買い控えにもつな

がっており、薄型テレビの出荷台数は低迷が続いております。また、新設住宅着工戸数に関しましては、建設コス

トの上昇等が住宅取得マインドへの重しとなり、依然として先行きは不透明な状況にあります。

　通信関連機器につきましては、官需向け機器の更新需要が高まりつつあります。

　このような状況の中、当社グループは、環境に左右されない経営基盤作りに取り組み、収益性に重点をおいた企

業活動の推進や、新製品の開発、コストダウンへの継続的取組、業務の効率化による経費の適正な運営等に努めて

まいりました。

　その結果、通信用アンテナにつきましては官需向けデジタル無線用機器が好調であり、またソリューション事業

につきましても下期売上予定であった案件の前倒しや大型案件の寄与がありましたが、放送関連機器については需

要の低迷の影響が大きく、当第２四半期連結累計期間の売上高は5,213百万円（前年同期比6.5％減）となりまし

た。

　また、利益面につきましては、営業損失は1,379百万円（前年同期は898百万円の営業損失）、経常損失は1,270

百万円（前年同期は886百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は1,284百万円（前年同期は784

百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①送受信用製品販売事業

　放送関連機器の売上高につきましては、家電量販店向け家庭用機器に関しては一部地域で台風等の悪天候による

テレビアンテナの需要増がありましたが、物価高による買い控えの影響をカバーするには至らず、ＣＡＴＶ事業者

向け機器に関しても企業間の競争は激しさを増しており前年同期比減となりました。

　通信用アンテナの売上高につきましては、官需向けデジタル無線用機器の更新需要が貢献し、前年同期比増とな

りました。

　この結果、売上高は4,534百万円（前年同期比7.8％減）、営業損失は744百万円（前年同期は267百万円の営業損

失）となりました。

②ソリューション事業

　大規模都市再開発や無線通信工事の大型案件等が貢献し、売上高679百万円（前年同期比3.7％増）、営業損失は

９百万円（前年同期は43百万円の営業利益）となりました。

 

　財政状態につきましては、まず、当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金や受取手形、売掛金及

び契約資産、原材料及び貯蔵品の減少等により、前連結会計年度末比1,911百万円減の17,450百万円となりまし

た。

　負債は、短期借入金の増加と、支払手形及び買掛金や工事未払金の減少等により、前連結会計年度末比465百万

円減の4,137百万円となりました。

　純資産は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上及び配当の支払等により、前連結会計年度末比1,445百万

円減の13,312百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末76.2％から76.3％となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は6,306百万円となり、前連

結会計年度末に比べ511百万円減少いたしました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、減少した資金は547百万円（前年同期は1,169百万円の減少）となりました。これは主に、売上

債権の減少や棚卸資産の減少、減価償却費の計上による増加と、税金等調整前四半期純損失の計上、仕入債務の減

少による減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、増加した資金は95百万円（前年同期は264百万円の増加）となりました。これは主に、有価証

券の売却収入による増加と、有形固定資産の取得による支出による減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は101百万円（前年同期は177百万円の減少）となりました。これは主に、短期借

入金の借入収入による増加と、配当金の支払による減少によるものであります。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4)　研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発に係わる費用の総額は、519百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,300,000 14,300,000
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 14,300,000 14,300,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 14,300,000 － 4,673 － 6,318
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（５）【大株主の状況】

  2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８-12 810 7.20

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４-10 806 7.17

瀧澤　豊 東京都北区 803 7.14

瀧澤　功一 東京都豊島区 778 6.92

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２-１ 538 4.78

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒ

ｓ　３
東京都豊島区南池袋２丁目９-９ 529 4.70

瀧澤　賢二 東京都豊島区 520 4.62

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒ

ｓ　２
東京都豊島区南池袋２丁目９-９ 493 4.38

西川　喜代子 東京都東久留米市 491 4.36

大野　榮子 埼玉県飯能市 433 3.85

計 － 6,203 55.12

（注）　上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）のうち、信託業務に係る株式数は810千株であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,045,100 －

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,247,300 112,473 同上

単元未満株式 普通株式 7,600 － 同上

発行済株式総数  14,300,000 － －

総株主の議決権  － 112,473 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、従業員向け株式給付信託及び役員向け株式給付信託の信託財

産として保有する当社株式810,100株（議決権の数8,101個）を含めております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

日本アンテナ株式会社

東京都荒川区西尾久

七丁目49番８号
3,045,100 － 3,045,100 21.29

計 － 3,045,100 － 3,045,100 21.29

（注）従業員向け株式給付信託及び役員向け株式給付信託の信託財産として保有する当社株式は、上記の自己保有株式

には含めておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,817 6,306

受取手形、売掛金及び契約資産 2,754 ※２ 2,185

電子記録債権 552 ※２ 603

有価証券 195 －

商品及び製品 2,513 2,295

仕掛品 45 53

原材料及び貯蔵品 1,755 1,600

未成工事支出金 25 19

その他 770 652

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 15,427 13,715

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,518 5,553

減価償却累計額 △4,455 △4,632

建物及び構築物（純額） 1,062 920

機械装置及び運搬具 1,579 1,597

減価償却累計額 △1,290 △1,322

機械装置及び運搬具（純額） 289 274

工具、器具及び備品 2,981 2,956

減価償却累計額 △2,634 △2,657

工具、器具及び備品（純額） 346 299

土地 698 698

リース資産 126 131

減価償却累計額 △84 △96

リース資産（純額） 41 35

建設仮勘定 － 1

有形固定資産合計 2,438 2,229

無形固定資産   

ソフトウエア 139 121

その他 1 1

無形固定資産合計 141 123

投資その他の資産   

投資有価証券 394 442

繰延税金資産 0 0

その他 969 949

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 1,354 1,381

固定資産合計 3,934 3,735

資産合計 19,361 17,450
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,711 1,306

短期借入金 58 206

工事未払金 217 63

リース債務 18 16

未払法人税等 66 55

未払費用 169 178

賞与引当金 212 207

その他 818 774

流動負債合計 3,271 2,809

固定負債   

リース債務 19 15

退職給付に係る負債 766 749

株式給付引当金 311 347

長期未払金 93 86

繰延税金負債 139 128

その他 0 －

固定負債合計 1,331 1,328

負債合計 4,602 4,137

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,673 4,673

資本剰余金 6,318 6,318

利益剰余金 6,432 4,912

自己株式 △3,026 △3,018

株主資本合計 14,398 12,885

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 136 169

為替換算調整勘定 319 344

退職給付に係る調整累計額 △95 △86

その他の包括利益累計額合計 360 427

純資産合計 14,758 13,312

負債純資産合計 19,361 17,450
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

売上高   

製品売上高 4,919 4,534

完成工事高 654 679

売上高合計 5,573 5,213

売上原価   

製品売上原価 3,568 3,649

完成工事原価 436 439

売上原価合計 4,005 4,088

売上総利益 1,568 1,124

販売費及び一般管理費 ※ 2,467 ※ 2,503

営業損失（△） △898 △1,379

営業外収益   

受取利息 4 3

受取配当金 10 9

有価証券評価益 1 4

為替差益 － 88

その他 23 9

営業外収益合計 40 116

営業外費用   

支払利息 7 6

為替差損 20 －

その他 0 0

営業外費用合計 28 7

経常損失（△） △886 △1,270

特別利益   

固定資産売却益 － 1

投資有価証券売却益 102 －

特別利益合計 102 1

特別損失   

固定資産処分損 1 22

特別損失合計 1 22

税金等調整前四半期純損失（△） △785 △1,291

法人税、住民税及び事業税 18 18

法人税等調整額 △19 △25

法人税等合計 △1 △6

四半期純損失（△） △784 △1,284

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △784 △1,284
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純損失（△） △784 △1,284

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △73 32

為替換算調整勘定 47 25

退職給付に係る調整額 △1 8

その他の包括利益合計 △27 67

四半期包括利益 △812 △1,217

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △812 △1,217

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △785 △1,291

減価償却費 293 303

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △53 △8

株式給付引当金の増減額（△は減少） △47 36

賞与引当金の増減額（△は減少） △107 △4

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

有価証券評価損益（△は益） △1 △4

投資有価証券売却損益（△は益） △102 －

受取利息及び受取配当金 △14 △12

支払利息 7 6

為替差損益（△は益） △25 △95

固定資産売却損益（△は益） － △1

固定資産処分損益（△は益） 1 22

売上債権の増減額（△は増加） 580 556

棚卸資産の増減額（△は増加） △645 424

仕入債務の増減額（△は減少） 59 △606

その他 △59 160

小計 △900 △516

利息及び配当金の受取額 14 12

利息の支払額 △9 △6

特別退職金の支払額 △306 －

法人税等の支払額 △16 △37

法人税等の還付額 48 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,169 △547

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 － 200

有形及び無形固定資産の取得による支出 △198 △113

有形及び無形固定資産の売却による収入 － 10

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 453 －

貸付金の回収による収入 0 1

その他 9 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー 264 95

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 101 144

短期借入金の返済による支出 △40 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △227 △235

リース債務の返済による支出 △11 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △177 △101

現金及び現金同等物に係る換算差額 13 42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,067 △511

現金及び現金同等物の期首残高 9,295 6,817

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 8,227 ※ 6,306
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員向け株式給付信託）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っておりま

す。

（１）取引の概要

　本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を取得し、当該

信託を通じて当社の従業員に対して、当社が定める株式給付規程に定める一定の条件により、貢献度等に応

じてポイントを付与し、当該付与ポイントに相当する当社株式を給付する株式報酬制度であります。なお、

当社の従業員が当社の株式の給付を受ける時期は、原則として事業年度毎となります。

（２）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度532百万円、741,100

株、当第２四半期連結会計期間524百万円、730,100株であります。

 

（役員向け株式給付信託）

　当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。）を対象とした新たな業績連動型株式報酬制度を導入しておりま

す。

（１）取引の概要

　本制度は、取締役の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」とい

う。）が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式給付規程（役員向け）に基づいて、各取締役に付与

するポイントの数に相当する数の当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭（以下、あわせて「当社株式

等」という。）を、本信託を通じて、各取締役に給付する業績連動型の株式報酬制度であります。なお、取

締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として退任時となります。

（２）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度68百万円、80,000

株、当第２四半期連結会計期間68百万円、80,000株であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高
 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

受取手形割引高 －百万円 69百万円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。
  

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

受取手形 －百万円 28百万円

電子記録債権 － 14
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（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
 

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2022年４月１日
　　至 2022年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

給料 962百万円 903百万円

賞与引当金繰入額 0 139

法定福利費 173 185

退職給付費用 38 41

株式給付引当金繰入額 △11 29

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

現金及び預金勘定 8,227百万円 6,306百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 8,227 6,306

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

　配当に関する事項

　配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 227 21 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

（注）　2022年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員向け株式給付信託及び役員向け株式給付信

託の信託財産として保有する当社株式に対する配当金９百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　配当に関する事項

　配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 236 21 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

（注）　2023年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員向け株式給付信託及び役員向け株式給付信

託の信託財産として保有する当社株式に対する配当金17百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上

額
（注）２ 

送受信用製品
販売事業

ソリューショ
ン事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 4,919 654 5,573 － 5,573

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 4,919 654 5,573 － 5,573

セグメント利益又はセグメント損

失（△）
△267 43 △224 △674 △898

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であ

ります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上

額
（注）２ 

送受信用製品
販売事業

ソリューショ
ン事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 4,534 679 5,213 － 5,213

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 4,534 679 5,213 － 5,213

セグメント損失（△） △744 △9 △754 △624 △1,379

（注）１．セグメント損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計送受信用製品販

売事業

ソリューション
事業

財又はサービスの移転時期    

一時点 4,919 480 5,399

一定の期間 － 173 173

顧客との契約から生じる収益 4,919 654 5,573

外部顧客への売上高 4,919 654 5,573

 

当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計送受信用製品販

売事業

ソリューション
事業

財又はサービスの移転時期    

一時点 4,534 598 5,132

一定の期間 － 80 80

顧客との契約から生じる収益 4,534 679 5,213

外部顧客への売上高 4,534 679 5,213

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △75円36銭 △123円05銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）
△784 △1,284

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（百万円）
△784 △1,284

普通株式の期中平均株式数（株） 10,411,904 10,438,790

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

２．従業員向け株式給付信託及び役員向け株式給付信託の信託財産として保有する当社株式を、「１株当たり

四半期純損失金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第

２四半期連結累計期間484,614株、当第２四半期連結累計期間816,123株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月13日

日本アンテナ株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 桐川　聡　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 篠田　友彦　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本アンテナ株

式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本アンテナ株式会社及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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